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４ 臭気指数規制の必要性

４－１ 悪臭苦情の現状

悪臭に係る苦情件数はここ数年は増加傾向にあり、平成１１年度は前年度に比べて

１，３６０ 件(６．８％)減少したものの１８，７３２件であり、数年前までに比べ

依然として相当に多い状況にある（図－３ 。これは、前年度大幅に増加した野外焼）

却に係る苦情が未だ増加していること等が要因と考えられる。

また、図－４に平成元、６及び１１年度の業種別苦情割合を示したが、これによれ

ば、最近の苦情の傾向は、物質濃度規制では対応が難しいとされる飲食店などサービ

ス業からのものが増加している。

苦情等の状況の詳細は、参考資料「２ 平成１１年度悪臭防止法施行状況調査」で

示す。

資料：環境庁「平成１１年度悪臭防止法施行状況調査」

図－３ 苦情件数の推移

資料：環境庁「平成１１年度悪臭防止法施行状況調査」

図－４ 業種別苦情割合の推移
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４－２ 臭気の測定法

臭気を測定する方法として、人間の嗅覚を用いてにおいを総体として把握する嗅覚

（ ）測定法とアンモニアや硫化水素といった悪臭の原因となる個々の物質 特定悪臭物質

を機器で測定する機器分析法がある。

これらの測定法の長所・短所をみてみると表－３のとおりである。

各測定法は、各々長所・短所をもっているが、においはほとんどの場合、様々な物

質が混合した複合臭として存在していることから、生活環境に影響を及ぼす悪臭の程

度を的確に表す手法として、欧米では嗅覚測定法が主流となっている。

わが国で採用された嗅覚測定法（三点比較式臭袋法）は、機器分析法や他の嗅覚測

定法と比べ、高価な機器を必要としない等の利点がある。

機器分析法による規制は特定悪臭物質を指定して行っているが、全ての悪臭物質を

指定するのは困難であり、未規制物質については対応できない。また、複数の物質が

混合した複合臭への対応が難しい。このため、法で臭気指数規制が制定される以前か

ら嗅覚測定法を条例等で採用する地方公共団体が多くあるなど、我が国においても嗅

覚測定法が多く採用されている。

表－３ 測定法の長所・短所

嗅覚測定法 機器分析法

長 所 ・数十万種あるといわれるにおい物 ・精度を確保するのが原理的に容易

質に対応できる。 である。

・法則性のない複合臭の相乗・相殺 ・ガスクロマトグラフ質量分析計を

作用についても評価ができる。 用いればある程度主要成分の定性

・嗅覚を用いているということで、 分析も可能である。

結果の数値にイメージがわきやす ・物質によっては連続測定が可能で

い。 ある。

・人の嗅覚に対応するだけの検出下 ・多数の検体を短時間で測定できる。

限が得られる。 ・物質の種類毎の濃度が定量できる。

・設備費が安価である。

短 所 ・標準となるにおいがなく、精度管 ・単一物質以外の場合には、感覚量

理に技術を要する。 との相関関係が得られない。

・主要成分の寄与率の推測には不向 ・あるにおいを構成する未知のにお

きである。 い物質をすべて定性・定量するの

・連続測定ができない。 は不可能な場合が多い。

・試験実施者（オペレーター）の知 ・物質によっては人の閾値に比べて

識や経験が必要である。 測定下限が高く、測定自体が困難

である。

・設備費が高価である。
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４－３ 業種別事業場分類調査

地方公共団体において臭気指数規制の導入を検討する場合、各種調査を実施してい

る。このうち宮城県においては、平成１０年度に法の指定地域に所在する事業場を業

種毎に分類調査したので、この結果を以下に示す。

宮城県における法の指定地域である９市２町（仙台市を除く）に立地する事業場を

業種別に分類し 「平成７年９月１３日付け環大企第２８６号環境庁大気保全局長通、

知（平成１２年１１月１７日付け環大企第３３７号で廃止 」で示された別表１に基）

づき、物質濃度規制では十分な規制効果が見込まれない業種に該当する事業場を分類

集計した。この結果を表－４、図－５に示す。

この結果によれば、物質濃度規制では十分な規制効果が見込まれない業種に該当す

る事業場数は、３５,９６７件と総事業場数（３９，０４６施設）の９２％を占めて

いた。

また、これら事業場をすべて住宅地図上にプロットした分布状況は、調査を行った

すべての市町について、物質濃度規制では対応が困難であるとされる事業場が全体的

に立地している状況にあり、物質濃度規制で対応可能な事業場は、その中に点在する

形となった。

このことから、規制地域の指定にあたって、２つの規制方式を用いて実情に応じて

区域毎に区分し、細かく指定することは困難であることが判明した。また、調査した

事業場の立地地域のほとんどが、物質濃度規制による規制地域よりも臭気指数による

規制地域として相当の比率をもった区域であることが明らかとなった。

表－４ 物質濃度規制で十分な規制効果が見込まれない業種分類件数

「 」資料：宮城県 平成１０年度発生源分布調査結果

物質濃度規制では十分な規制効
果が見込まれない業種の件数業種・施設区分 調査対象事業場件数
（全事業場に対する割合）

畜産農業 １６０ ５（ ３％）

飼料・肥料製造業 ２９ ２３（７９％）

食料品製造工場 １，２１１ １，１７６（９７％）

化学工場 １０５ ４９（４７％）

その他の製造工場 ２，６９０ ７４０（２８％）

サービス業・その他 ３４，８５１ ３３，９７４（９７％）

合 計 ３９，０４６ ３５，９６７（９２％）
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図－５ 物質濃度規制対応可否事業場の割合

４－４ 悪臭発生事業場実態調査結果

環境省では、平成１０～１１年度において４県市の悪臭発生事業場の敷地境界線及

び臭気発生源における試料を採取し、臭気指数と特定悪臭物質濃度を測定する実態調

査を実施した（調査結果は、参考資料「６ 実態調査（臭気測定）結果」に示す 。）

、 （ 「 」調査した結果から 物質濃度及び臭気指数を各々臭気強度に換算 以下 換算臭気強度
※１０

という ）した結果を表－５に示す。ただし、本データは、平成１０～１１年度に実。

施した臭気指数規制ガイドライン策定事業実態調査から事業場の敷地境界線で臭気指

数が１０以上を示したデータを使用した。臭気指数からの換算臭気強度は、昭和５８

年～平成４年までの全国データを基に求めた回帰式（平成６年度悪臭防止対策検討調

査報告書）により、物質濃度からの換算臭気強度は「悪臭防止行政ガイドブック（平

成８年環境庁 」による換算式から算出した。）

この結果から、調査対象事業場を６つの業種に分類し、各事業場毎に臭気指数の換

算臭気強度と物質濃度の換算臭気強度の最大値を比較して図－６に示す。これによれ

ば、畜産農業の１事業場（Ｂ県のＢ養鶏場）以外どの業種も臭気指数が上回るか、あ

るいは同値を示す結果となった。

また、平成７年９月１３日付け環大企第２８６号環境庁大気保全局長通知において

物質濃度規制で十分規制効果が見込まれるとされていた鋳物工場、ここではＣ県Ｄ鋳

物工場をサンプルとして、換算した臭気強度の結果を図－７に示す。これによれば、

アルデヒド系の４物質は物質濃度として検出されているものの、換算臭気強度は各々

「２」程度で、最大でもアセトアルデヒドの「２．３」である。一方臭気指数からの

換算臭気強度は「４」を示し、この結果、換算臭気強度では、臭気指数からの方が特

定悪臭物質濃度からの換算臭気強度をより大きく上回っていることが分かる。

このように、臭気指数が人の嗅覚による感度すなわち、臭気強度としては、高い値

で捉えることができることを示しており、感覚公害である悪臭の指標としては物質濃

度よりも臭気指数が優れていることが示された。

物質濃度規制で
対応可能な
事業場
8%

物質濃度規制
では

十分な効果が
見込まれない
事業場
92%
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表－５ 実態調査での換算臭気強度

物 質 濃 度 の 換 算 臭 気 強 度実 臭気指

ア ン モ メ チ ル 硫 化 水 硫 化 メ 二 硫 化 ト リ メ ア セ ト プ ロ ピ ノ ル マ イ ソ ブ ノ ル マ イ ソ バ イ ソ ブ 酢 酸 エ メ チ ル ト ル エ ス チ レ キ シ レ プ ロ ピ ノ ル マ ノ ル マ イ ソ 吉施 数の換
ニア メル 素 チ ル メチ チル アル オン ルブ チル ルバ レル タ ノ チル イソ ン ン ン オン ル酪 ル 吉 草酸事業場業種 カプ ル アミ デヒ アル チル アル レル アル － ブチ 酸 酸 草

タン ン ド デヒド アルデヒ デヒド アルデヒ デヒド ル ルケトン 酸自 算臭気
ド ド

強度治

体

Ｂ養鶏場 － － － － － － －3.3 1.6 2.12.4

2.5 2.5Ｆ養豚場 － － － － －3.2 2.0 1.9 2.4

4.3 1.2 2.1 1.9 2.1 2.3Ａ Ｈ飼料肥料工場 － － － － 2.4

2.8Ｉ化製場 － － － － － －3.0 1.8 1.1 2.4
県

Ｊｸﾗﾌﾄﾊﾟﾙﾌﾟ工場 － － － － － － － － －3.4 2.1

3.3 1.4 1.6Ｋ塗装業 － － －1.7

Ａ養鶏場 － － － － － － － － － － － － －2.9 1.9 1.1 2.2

2.9 3.2 1.3 2.1 1.9Ｂ養鶏場 － － － － － － － － － － － 3.3
－ － － － － － － － － － － － －2.6 2.3 1.1 2.6

Ｂ Ｃ養豚場 － － － － － － － － － － － － －2.8 1.2 1.4 2.2
－ － － － － － － － － － － － －2.8 1.2 1.5 2.8

Ｄ下水処理場 － － － － － － － － － － －5.0 1.2 1.4 2.0 1.92.8
県

－ － － － － － － － － － － －3.7 1.2 1.6 1.4 1.8

Ｅ印刷・塗装業 － － － － － － － － － － － － － － － － －2.7 1.3 1.0 2.1

Ｆ鋳造業 － － － － － － － － － － － － － － － － －3.3 2.2
－ － － － － － － － － － － － － － －2.7 1.5 1.72.2

Ａ塗装業 － － － － － － － － － －2.4 1.3 1.5
Ｃ

Ｄ鋳物工場 － － － － － － － －4.0 1..4 1.2 2.12.3
県
Ｆ菓子工場 － － － － － － － － － － － － － －2.9 1.51.8

Ａ自動車部品製造業 － － － － － － － － －3.1 1.3

Ｂ鋳物工場 － － － － － － －4.4
Ｄ

Ｄ樹脂含浸化学工場 － － － － － －2.6
市

5.0 2.0 2.6 1.8 2.5Ｅ養鶏場 － － － － －3.9

Ｆ塗装業 － － － － － － － － － － －2.0 1.3

資料：環境庁「平成１０～１１年度ガイドライン策定実態調査結果」（注）換算結果で５以上の値は「５０ 、１未満の値は「－」で示した。. 」
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※ 物質濃度は、各事業場毎の換算臭気強度の最大値

図－６ 各業種における臭気指数及び物質濃度の換算臭気強度

図－７ 鋳物工場における臭気指数及び物質濃度の換算臭気強度
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４－５ 臭気指数規制の優位性

これらの調査結果から、臭気指数規制の主な優位性を整理すると、次のとおりであ

る。

（１）においはほとんどの場合、様々な物質（低濃度多成分）が混合した複合臭と

して存在しており、このようなにおいの指標として適切であること。

（２）機器分析法と比べ高価な機器を必要としないこと。

（３）機器分析法による規制は、特定悪臭物質を指定して行っているが、すべての

悪臭物質を指定するのは困難であり、物質濃度規制では未規制物質については

対応できないこと。

（４）嗅覚測定法は、においそのものを人の嗅覚で測定するため、周辺住民の悪臭

に対する被害感（感覚）と一致しやすいこと。

（５）最近の悪臭苦情件数は、飲食店などのサービス業の割合が多く、複合臭への

対応が必要なこと。

（６）物質濃度規制では十分な規制効果が認められない業種が、立地する事業場の

９割以上を占めるとの実態調査結果もあり、物質濃度規制では対処できにくく

なっていること。

（７）実測データに基づく物質濃度と臭気指数から換算臭気強度を算出すると、ほ

とんどの場合、臭気指数の換算臭気強度の方が大きい結果となった。また、今

まで物質濃度で十分対応ができるとされた業種についても臭気指数換算強度が

上回った。このことから臭気指数は、人間の嗅覚に近く、苦情により良く合致

する指標であること。

このように臭気指数規制には、物質濃度規制と比較した場合には種々の優位性が

あり、また、実際の苦情形態からも臭気指数規制の必要性が高まっている。

また、アメリカ（セントメータ法やASTM注射器法）やフランス、オランダ（オル

ファクトメータ法）で嗅覚を用いた規制手法が採用されており、世界的には嗅覚測

定法が主流となっている。


